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項目No.
ABC

①
課題名

②
課題の内容

③
課題の背景

④
課題に対する取組み

⑤
取組みの進捗状況
（R6年11月時点）

⑥
取組み状況（R7年３月末時点）

（予定通り取り組めなかった場合は
その理由を併記）

⑦
変革が実現した課題・取組内容・市民に

もたらされた効果

⑧
取組・進捗が十分でなかった項目・内容（理由）

令和７年度に向けた考え

Ａ（１） 【除草主体の対
策から防草対策
への転換】基本
戦略策定

近年、人件費の上昇などにより、除草
に係る費用の上昇が続くなか、将来的
に「常時良好な道路環境を確保」する
ことが難しくなると見込まれる。その
ため、「維持管理費の削減」に向け、
雑草が伸びたら刈るという「除草主体
の対策」から「防草対策」への転換を
計画的に取り組んでいく必要がある。

除草では、刈った直後は良いが、道路施設を常時良好な
状態に保つことができない。また、厳しい財政状況に加
え、人件費・燃料費の高騰により、「伸びたら刈る」除
草では、今後、適切な維持管理が困難となる。

道路環境の改善に向け、今後の方針を取りまとめた「基本戦略」を策定する。
【検討項目（案）】
現状分析・策定の背景・基本方針・ロードマップ
防草対策工法の選定・施工箇所の抽出・標準仕様の検討
道路除草の発注方法見直し・官民連携の推進　など

現在、作業に着手しており、令和６年度末に素案を策定予定。

今年度末の基本戦略（素案）策定に向け、業務委託を発注する
など、取組みを進めている。現在は、基本戦略策定のための基
礎情報として、道路における除草及び防草の実績を整理し、
GIS化及び属性別の集計が完了した。
今後は、上記で得たデータを基に、現在の除草主体で雑草対策
を行った場合における維持管理費用の推計や課題などの分析、
また、防草対策に関するメーカーヒアリングなどに着手してい
く。
また、道路以外でも公園や河川において、同様の取組みの検討
を進めている。

基本戦略策定のための基礎情報として、道路における除草及び
防草の実績を整理し、GIS化及び属性別の集計が完了。
今後は、基本戦略の策定に向け、試験施工の効果検証、課題等
の整理、エリアに応じた防草工法の選定を進めていく。
なお、河川や公園においても、課題に対する基本的な方針を整
理した。

基本戦略（素案）の策定とともに、候補地の選
定や工法の検討など、今後の取組実施に向けた
方向性が明確化した。

「防草」への転換に向けた基本戦略を策定し、
将来的に除草にかかる財政負担の抑制ととも
に、道路・公園・河川における「適切な機能の
確保」や「良好な景観形成」、「施設周辺の住
環境の維持」などにより市のイメージ向上につ
なげる。

Ａ（２） 【除草主体の対
策から防草対策
への転換】防草
対策にかかるコ
スト削減

厳しい財政状況の中、スピード感を
もって防草対策を持続的に進めていく
ためには、安価で効果的な、新たな工
法採用に向けた検討が必要である。

これまでのコンクリート化では、整備費がかかり、防草
対策に長期間を要する。

これまでより安価な防草対策を確立するため、高い費用対効果が見込まれる工法の試
験施工を実施する。
令和６年度は、簡易舗装材による試験施工を予定し、令和７年度からは、試験施工結
果を踏まえ、効果が期待できる箇所に対し、施工に着手していく。

雑草対策の第１弾として、令和６年１０月から、市内７区（約
２,０００㎡）の中央分離帯において、日本製鉄（株）と共同
して、同社の製品である「カタマＳＰ」を使った安価で地産・
地消の防草対策の試験施工に取り組んだ。
今後は、試験施工の効果を検証していくとともに、道路法面や
植樹帯など、中央分離帯以外の場所についても、試験施工を実
施していく。
また、道路以外においても、河川では効果が期待できる箇所で
の試験施工を行うとともに、公園では、試験施工の工法や施工
箇所の検討を進めている。

雑草対策の第１弾として、令和６年１０月から、市内７区（約
６，６００㎡）の中央分離帯や植樹帯、道路法面等において、
従来工法より安価な「カタマＳＰ」を使った防草の試験施工に
取り組んだ。
今後は、試験施工を行った箇所の経過観察、工法の効果検証を
行い、防草工法の確立に向けて検討を進めていく。
河川や公園においても、施工候補地を選定し、一部試験施工を
行った。

基本戦略の策定において重要な基礎資料となる
防草の試験施工を実施。効果を検証するために
経過観察中であり、検証で得られた結果を今後
の検討に活用していく。

「防草」への転換に向けた基本戦略を策定し、
将来的に除草にかかる財政負担の抑制により、
道路・公園・河川における「適切な機能の確
保」や「良好な景観形成」、「施設周辺の住環
境の維持」など持続可能で安定的な維持管理つ
なげる。

Ａ(～B)
（３）

継続的かつ効率
的な公園の維持
管理体制の確保

本市が管理する都市公園（１,７１９
公園）を今後も継続的かつ効率的に管
理するため、どのような管理形態が最
適なのか見直しを行う必要がある。

有料公園においては指定管理者制度を導入し、身近な公
園においては公園愛護会など地域の協力を得て公園の適
正な管理に努めている。一方で今後は、人件費の高騰、
公園愛護会の減少による行政負担の増大が見込まれる。

他都市の事例収集を行い、公園の機能や規模等に応じた効率的な管理形態を探るとと
もに、令和６年度に創設した、『企業や団体が愛護活動に参画する「公園応援団」』
の周知や結成促進を図る。
また、市政変革推進プランに基づき、令和６年度に経営分析を行う。

本市の状況を客観的に分析するため、市民に身近な公園維持管
理費の政令市比較などのデータ収集等を行い、課題を再整理す
るとともに、課題解決にあたり想定される障壁についても整理
を行うなど、経営分析に取り組んでいる。
公園応援団に関しては、１１団体を認定（R6.11.11現在）して
おり、更なる公園応援団の結成促進に向けて、現在活動してい
る団体に対してのヒアリングを行う予定である。

経営分析を通じて、データの分析を行うとともに課題の再整理
を行った。
北九州市の身近な公園は、地元住民で結成された公園愛護会の
協力により、維持管理されているが、近年、会員の高齢化によ
る活動困難が主な理由で団体数減少が続いている。
このため、令和６年度に公園愛護会に対してヒアリングを行っ
た。
公園応援団の団体数については、１３団体に増加し、複数の問
い合わせを受けている状況である。

令和６年度は経営分析を通じて、課題の整理と
対応方針の検討を行った。

公園愛護会については、令和６年度のヒアリン
グ結果をもとに、令和７年度は、アンケート調
査を実施し、継続可能な公園愛護会のあり方に
ついて検討を行う。
公園応援団については、今後もさらなる結成促
進に向けて、様々な機会をとらえて制度の周知
に取り組んでいく。

Ａ（４） 地域のニーズに
沿った都市ス
トック（公園）の
有効活用

公園などの公共空間において地域住民
のニーズ（買い物困難者支援のための
移動販売スペース、休憩施設など）に
沿った有効活用を行うため、民間事業
者が利用しやすい仕組みづくり（占用
許可条件の整理等）が必要である。

近年、高齢化や都市化に伴い、日々の買い物に困難を抱
えた住民が増加しており、また、都市近郊の住宅街では
開発行為により開発区域内に公園が整備されていること
から、地域のニーズに応じた有効活用が求められてい
る。

公園の利活用として、買い物支援が必要なエリアにおいて、公園への移動販売車の乗
入れを可能にする仕組みを整える。また、必要に応じて移動販売車が公園に乗り入れ
できるような整備を行う。

民間事業者が利用しやすい行為許可等の仕組みづくりの検討を
進めるとともに、実際に買い物支援活動に取り組んでいる団体
とニーズに基づく出店候補地等の協議を進めている。事業を本
格的に実施する上で課題となる採算性や安全性等の問題点を洗
い出すため、実証実験を令和７年３月から実施する予定。

移動販売を実際に行っている事業者に対してヒアリングを行
い、事業者側のニーズを把握した。

令和６年度は経営分析を通じて、課題の整理と
対応方針の検討を行った。

ヒアリングの結果、公園等への移動販売車の乗
入れは民間事業者にとって一定のニーズがある
ことがわかった。今後は、申請者の手続きがス
ムーズに進むよう関係者協議を行う。

Ｂ(～C)
（１）

都市ストック整
備の優先度や投
資的経費のあり
方

今後の市全体の投資的経費の配分につ
いて、局区横断的な議論を行い、事業
効果が高い都市ストック整備の優先度
や投資的経費のあり方について政策判
断が必要である。

都市整備局が整備する道路や公園、河川、市営住宅など
は、各種計画に基づいて必要かつ最小の予算を確保し、
着実に整備や維持管理に取り組んでいる。
しかしながら、他局でも大規模事業を予定している中、
国の事業との連携効果の発現、公共施設マネジメントの
実現、資材・人件費の更なる高騰などの課題を抱える当
局においても、現状の予算規模では、真に本市の成長に
必要な大規模事業を計画的に実施していくことが困難に
なると見込まれる。
なお、本市のポテンシャルの活用を見込む物流事業者等
からは、平常時・災害時における安定的な人流・物流の
確保など、都市基盤の強靭化も求められている。

限られた予算を柔軟かつ効果的に活用し、各局区の大規模な都市基盤や市有施設の整
備を計画的に進めるため、国等と連携して人流・物流の確保に取り組む下関北九州道
路や枝光大谷線（わたり線）、若戸大橋の長寿命化といった大規模事業について、従
来の予算編成にとらわれず、関係局区による横断的な議論の下、市全体のハード整備
費の優先度を判断することや、全体的な大規模事業の整備計画を「見える化」するこ
とを提案する。
また、土地売却により確実な収入が見込まれる用途廃止した市営住宅の建物解体や、
省エネ効果により将来的な投資回収が見込まれる市有建築物の整備などについて、収
入の確保や長期的コストの削減も見据えた投資的経費のあり方の検討を提案する。

局内における予算負担が大きい戸畑枝光線などの大規模な道路
事業や完成目標時期を定めている道路事業について、必要とな
る予算を積み上げた場合、整備の進捗状況により年度毎に必要
予算のばらつきが生じる。そのため、それぞれの道路事業にお
いて完成目標時期を見直すなどにより、できる限り突出した予
算措置がなくなるよう平準化するためのシミュレーションを
行った。さらに、新ビジョンの実現に向けた市の成長に資する
都市ストック整備を実現するため、局を横断した予算調整のあ
り方について、都市整備局としての考え方を整理した。
また、民間による活用が見込まれる市営住宅跡の敷地や建物に
ついて、売却に向けて測量等の必要な調査を進めている。
さらに、市有建築物のＺＥＢ化に向け、ロードマップや設計指
針等の策定に係る予算等の調整を進めている。（課題Ｂ（７）
の取組み）

整理した考え方をもとに、市内部において説明を進め、令和７
年度の予算編成を行うとともに、戸畑枝光線においてはR8～
R10の債務設定を行った。

限られた予算のなか、道路整備の優先度を整理
して効果的な事業進捗を図った。

引き続き、限られた予算のなか、道路整備の優
先度を整理して効果的な事業進捗を図ってい
く。

Ｂ（２） 誰もが使いやす
い公園づくり

子どもたちが思いっきり遊べ、子育て
世代が安心・快適に利用でき、高齢者
などの幅広い世代も含めて、誰もが自
由に使いやすい公園づくりに取り組む
必要がある。

昨年、本市は「こどもまんなかCity宣言」を行い、こど
もや子育て家庭を社会全体で応援する取組みを推進して
おり、誰もが自由で公平に利用するためのルールづくり
が求められている。

子ども、子育て世代の意見を聴く機会を設け、公園に対する不満や要望を聴取する。
また、併せて地域と一体となって公園利用のルール作りを行うことで、誰もが使いや
すい公園づくりに取り組む。
また、市政変革推進プランに基づき、Ｒ６年度に経営分析を行う。

本市の状況を客観的に分析するため、市民ニーズを反映した公
園事業の取組み内容の詳細な整理や、「こどもまんなかアク
ション」の一環で実施した「かなえるポスト」の公園に対する
意見集約などのデータ収集を行い、課題を再整理するととも
に、課題解決にあたり想定される障壁についても整理を行うな
ど、経営分析に取り組んでいる。
また、市の施策に子どもたちの意見を反映する「みらい政策委
員会」制度を活用し、子どもたちに公園利用のルールなどにつ
いて話し合いを行ってもらい、１０月１７日に提言を受けた。
今後、地域の方々の意見も聞きながら、公園ルールづくりに取
り組む予定である。

こどもから北九州市へ「かなえたいこと」を伝える「かなえる
ポスト」に寄せられた意見をもとに、公園遊具のリニューアル
を実現。（２公園、遊具更新５基）
子どもたちの意見を市の施策に反映する「みらい政策委員会」
制度を活用し、子どもたちが主体となって公園利用のルールを
考え、地域の方の賛同を得て、思いっきり遊べる公園(思いっ
きり公園)の整備を実現。（１公園、ルール看板、駐輪場の設
置）

誰もが使いやすい公園として、こどもたちから
の「かなえるポスト」による公園遊具のリ
ニューアルや、小学生が考えた「思いっきり遊
べる公園」など、利用者目線で公園の質を高め
る取組を実現。

引き続き、ハード、ソフトの両面について、
様々な利用主体や関係者と対話し“誰もが使い
やすい”公園づくりに取り組む。令和７年度は
若者文化を取り入れた公園づくりの社会実験や
インクルーシブな遊具を試験的に設置する。

Ｂ（３） 観光拠点となる
大規模公園など
市内全公園の魅
力向上

歴史や文化、自然、眺望等の魅力強化
を図ってきた大規模な公園の情報発信
や機能の強化により、国内外からの観
光客の呼び込みにつなげる必要があ
る。
また、その他の市内全公園について、
新たな魅力の創出や公園利用者の利便
性の向上を図る必要がある。

インバウンド客が回復傾向にあり、今後も西のゴールデ
ンルート等の取組により、観光客の増加が見込まれる。
令和５年度には、小倉城の入場者数が６４年ぶりに２５
万人を超え、小倉城庭園も平成１０年開園以来、初めて
入場者数が１０万人を超えており、更なる観光客の増加
が求められている。
また、魅力ある公園づくりを行政だけで対応することに
限界があり、Ｐａｒｋ－ＰＦＩ（公募設置管理制度）な
ど、全国的に活用されている公民連携制度について、一
層の活用も求められている。

価値観やニーズが多様化する中で、新たな魅力の創出や公園利用者の利便性の向上を
図るため、民間事業者の優れたノウハウやアイデアを幅広く募集する「マーケットサ
ウンディング調査」を全公園で実施し、事業化の検討を行う。
また、市政変革推進プランに基づき、令和６年度に経営分析を行う。

本市の状況を客観的に分析するための指定管理者導入施設にお
ける収支推移や、利用者アンケート（利用者属性や施設満足度
等）結果などのデータ収集を行い、課題を再整理するととも
に、課題解決にあたり想定される障壁についても整理を行うな
ど、経営分析に取り組んでいる。
また、８月から公民連携による公園の魅力向上の可能性を探る
マーケットサウンディング調査に着手しており、年内を目標に
調査結果を取りまとめる予定である。

令和６年度に公民連携による事業の可能性を探ることを目的
に、マーケットサウンディング調査を実施した。
また、スポーツ施設との一体管理による利用者の利便性向上や
利用促進を目的に、桃園公園に指定管理者制度を導入した。

令和６年度は経営分析を通じて、課題の整理と
対応方針の検討を行った。

令和６年度に実施したサウンディング調査で得
られた民間事業者のアイデアについては、事業
者の意向や市民ニーズの把握などの検討を行
い、実現可能性が高いものから公募を実施す
る。
また、桃園公園については、指定管理者制度の
導入の有効性について検証を行う。

R６都市整備局Ｘ方針 振り返りシート（設定した課題の取組結果）
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項目No.
ABC

①
課題名

②
課題の内容

③
課題の背景

④
課題に対する取組み

⑤
取組みの進捗状況
（R6年11月時点）

⑥
取組み状況（R7年３月末時点）

（予定通り取り組めなかった場合は
その理由を併記）

⑦
変革が実現した課題・取組内容・市民に

もたらされた効果

⑧
取組・進捗が十分でなかった項目・内容（理由）

令和７年度に向けた考え

Ｂ（４） 小倉中心部の紫
川周辺における
官民連携体制の
構築、民間事業
者の自走化によ
るウォーカブル
の推進

令和３年度に完成したリバーウォーク
前の水辺空間（親水広場）など、これ
までに整備してきた紫川周辺の魅力的
な公共空間を利活用し、持続的なにぎ
わいの創出に繋げていくには、官民の
連携強化として、連絡調整等を担う組
織の設立や、民間活動の自走化を実現
する必要がある。

紫川周辺の様々なイベントは事業者間の連携が弱く単発
化しており、紫川周辺の魅力的な空間を十分に活かしき
れていないため、関係者が強く連携して昼夜を問わず日
常的に、にぎわいを創出することが求められている。
また、民間活動の自走化には、公共空間で収益を確保で
きるよう、必要な規制緩和が求められている。

都市戦略局と連携し、紫川周辺地区での官民連携によるエリアプラットフォームの立
ち上げや、まちなかウォーカブルの構築を推進する。
その後、エリアプラットフォームを通じて、賑わい創出を行う民間事業者等のニーズ
を把握し、都市ストックの有効活用に向けて必要な規制緩和制度（河川空間のオープ
ン化、Ｐａｒｋ－ＰＦＩ、ほこみち制度など）を活用してもらい、民間活動の自走化
による「居心地が良く歩きたくなる」ウォーカブルな都市空間を実現させる。

紫川の河川空間オープン化に向け、地域の合意形成を図る協議
会の令和６年度内の立ち上げを目指し、河川管理者（福岡県）
との協議を進めている。

■コクラBEAT　実施効果

（１）開催期間
　　R6.10.25～R6.12.25（62日間）

（２）主催
　　紫川周辺にぎわい創出プロジェクト実行委員会

（３）主な実施内容
　　紫川ナイトスペクタクル
　　エモ×チル空間の創出
　　KOKURA CHRISTMAS MARKET&CASTLE
　　小倉城ドラママッピング
    第2回FIGパルクール世界選手権・北九州　等

（４）来場者数：約156万人
　　市外からの来訪者：約40％
　　初訪問　　　　　：約22％
　　Z世代　　　　　 ：約55％
　　満足度　　　　　：約93％

（５）経済波及効果
　　総額 115億8,900万円

【取組内容】
■エリアプラットフォームの立ち上げ、まちな
かウォーカブルの構築
　新たな公共空間の活用を目指し、パルクール
世界選手権など、コクラBEATの開催に合わせ、
小文字通りを開放（道路空間を活用したイベン
トの開催）。
　また、エリアプラットフォームの構築に向け
た勉強会を開催。（都市戦略局）

■河川空間のオープン化（規制緩和）
　紫川における河川空間のオープン化に向け
た、河川管理者（福岡県）や関係者との調整を
実施。

■ほこみち制度など（規制緩和）
　井筒屋本館と新館に挟まれたクロスロードで
は、令和６年度、国家戦略特区の制度を活用し
たイベントが２回開催された。

【市民にもたらされた効果】
　勉強会などを通して来街者・民間事業者の
ニーズを把握するとともに、道路・河川・公園
などの都市ストックの有効活用に向けて必要な
規制緩和等を進めてきたことで、コクラBEATを
はじめとした、紫川周辺における、民間事業者
による継続的なにぎわいが創出されてきてい
る。

■エリアプラットフォームの立ち上げ、まちな
かウォーカブルの構築
　エリアプラットフォームの構築に向け、地区
の将来像を示す未来ビジョンの策定を進めてい
く。（都市戦略局）

■河川空間のオープン化（規制緩和）
　今後は、紫川の河川管理者である福岡県に対
し、オープン化に向けた具体な手続きを行って
いく。

■ほこみち制度（規制緩和）
　宝来橋周辺の歩道では、ほこみち制度の活用
について、今後、関係機関との協議を進めてい
く。

Ｂ(+C)
（５）

持続可能な市営
住宅の運営

世帯数の減少予測等に基づく管理戸数
の縮減を図るため、団地の活用方針を
作成するとともに、計画的な維持管
理、集約建替え及び用途廃止に必要な
財源確保や民間住宅の利活用などを総
合的に展開し、セーフティネットの中
心である市営住宅の持続可能な運営を
実現する必要がある。

昭和４０年代半ばに大量供給された市営住宅は、今後一
斉に耐用年限を迎える。
入居者は家賃が最も低く設定される世帯（収入月額１０
４千円以下）が入居世帯の8割を占め、高齢者のみ世帯の
割合は約５８％となっている。
また、一定の住宅使用料収入はあるものの、厳しい本市
の財政事情等から必要な予算確保が難しい状況であり、
外壁改修などは不具合が発生してから修繕する事後保全
に留まっている。
さらに、集約建替えや今後前倒しで移転を伴う用途廃止
を進めるための財源確保及び入居者対応の困難性、集約
後の除却・売却等の遅れによる周辺環境への影響などの
問題が顕在化している。

住棟の耐用年数や安全性、エレベーター付などの利便性、入居状況などを踏まえ、２
０５５年以降も保有または廃止する住棟を検討し、活用期間に応じた募集や維持管理
を行えるよう、市営住宅のマネジメントの取組を強化するとともに、実効性のある予
算措置により予防保全への転換も図る。
また、集約建替えや、移転を伴う前倒しの用途廃止の際には、移転先として高齢者な
どの入居を敬遠しがちな民間住宅についても、補助制度を用いて積極的に活用する。
さらに、集約・再配置などに伴い用途廃止する土地・建物については、まちづくりの
視点を取り入れながら早期に民間へ建物付き売却やサブリース等に取り組むことで、
積極的な周辺環境や市財政の改善を図る。

耐用年数や安全性などを踏まえ効率的に管理戸数を縮減するた
め、最小限の集約建替や外壁改修等のコスト縮減につながる住
棟の活用方針を検討するとともに、集約建替えの移転先として
民間住宅を活用するモデル事業を試行している。
また、公民連携について、先進事例を視察するとともに、今後
増加見込みの高齢者等の賃貸住宅ニーズに対し、市営住宅を活
用した建物付き売却やサブリース等の取組みを検討している。
さらに、直近の市営住宅応募時における、住宅困窮理由等から
ニーズの分析を行い、マネジメントの取り組みに反映できるよ
う検討している。
今後もこれらの検討を踏まえ、経営分析に取り組んでいく。

・最小限の集約建替や外壁改修等のコスト縮減につながる住棟
の活用方針案を作成。
・モデル事業は、民間住宅を希望する世帯が継続して検討中。
・公民連携の先進事例を視察。市営住宅を活用した建物付き売
却やサブリース等について居住支援法人にヒアリングを実施す
るとともに、建物の状況調査などに着手。
・直近の市営住宅応募時における、住宅困窮理由等からニーズ
の分析を行い、今後のマネジメントの取組方針案に反映。

令和６年度に経営分析・事業分析を行った結
果、これからは「１①予防保全へ向けた外壁改
修によって安全性を確保、②既存住棟の将来世
代に向けた改修や建替によって質を向上」、
「２①空き住戸の有効活用によって住宅セーフ
ティネットの充実や地域コミュニティの活性
化、②プロポーザル方式の跡地売却によって、
まちのリニューアル化」、「３市営住宅の持続
的な運営に向け」、保有戸数を適正化など、取
組方針に対する考え方を転換することとした。
これに伴い、住棟や市営住宅跡地の付加価値の
向上を図っていく。

令和７年度は、今後の市営住宅マネジメント計
画の取組方針などについて、都市政策や住宅・
福祉の学識経験者、建築や不動産関係、権利擁
護の有識者による懇談会を設置して意見を伺
い、令和８年度以降の取組方針を定める。

Ｂ（６） 今後の北九州市
住宅供給公社の
利活用【外郭団
体の見直し】

市が抱える住宅・建築分野に関する行
政課題（住宅セーフティネット機能の
充実、マンション管理の適正化、施設
の適正な維持管理や老朽化対策など）
について、市住宅供給公社が培ってき
たノウハウを活用し、市が直接担うよ
り効果的・効率的な取組の可能性を検
討する必要がある。

高齢者などの円滑な住まいの確保や、老朽化・高齢化す
るマンションの適切な維持管理など、早期に対応が求め
られている住宅・建築分野における行政課題に対して、
対象者に寄り添った取組が求められている。
健全な経営の下、市営住宅の管理をはじめ、定住・移住
や空き家活用業務を受託するなど、市の業務効率化の一
端も担っている市住宅供給公社について、昨今の外郭団
体のあり方や住宅行政を踏まえつつ、今後の役割や必要
性を改めて整理することが必要な状況となっている。

住宅計画課（都市整備局）、住まい支援室・空き家活用推進課（都市戦略局）及び市
公社から選抜したメンバーでワーキンググループを結成し、公社の強み（人材、施設
（資産）、知識、市営住宅管理代行可、技術力など）を活かし、市民サービスの向上
や行政課題解決につながる自主事業など、市として公社に期待する役割・事業につい
て検討を行う。
公社法での制限範囲の確認、他都市事例調査・研究を行い、自主事業の可能性を探
り、新たな収益向上につながる事業を模索し、できることから取り組んでいく。

今後の北九州市住宅供給公社の利活用について、市の関係部局
と公社職員を構成員とするワーキンググループを立ち上げ、検
討を開始した。
今後、市として活躍を期待する役割や事業について協議を行
い、実施の可能性について他都市の事例等を含め調査・分析を
行い、令和６年度内を目途に、業務内容や体制整備等につい
て、実施時期を見据えた可能性についてまとめる予定であり、
経営分析にも反映させていく。

市の関係部局と公社職員を構成員とするワーキングを4回開
催。市として公社に期待する役割等（新たな事業展開や業務内
容、公社法の制限範囲、他都市事例など）について協議を行っ
た。

令和6年度にワーキングを開催した結果、公社の
人材やノウハウを活かした新たな事業展開が考
えられる業務などを取りまとめた。今後は、実
施時期を見据えた具体的な検討を行い、市が直
接担うより効果的・効率的な取組みを目指すと
ともに、市民の安心・安全な暮らしの確保、市
民サービスの向上につなげていく。

住宅・建築分野における行政課題を明確にし、
今後の公社の新たな業務内容や体制整備等につ
いて、引き続きワーキングで協議・検討を行っ
た上で、実施可能性についてまとめ、経営分析
にも反映させていく。

Ｂ（７） 脱炭素化による
健康・快適かつ
費用対効果の高
い市有建築物の
整備

公共建築物のＺＥＢ（快適な室内環境
を実現しながら、建物で消費する年間
の一次エネルギーの収支をゼロにする
ことを目指した建物）化は、脱炭素に
寄与するだけでなく、室内環境を大き
く向上させるほか、ライフサイクルコ
ストの縮減など経済的なメリットもあ
る。ところが、その効果が見える化さ
れておらず、初期コスト重視で予算化
できていない実態がある。

２０５０年カーボンニュートラル（温室効果ガスの排出
量と吸収量を均衡させること）実現に向けて、２０３０
年に新築建築物のＺＥＢ義務化が予定されているととも
に、２０５０年には市内の既存ストック平均でＺＥＢ基
準の水準となる必要があるため、公共建築物について
は、既存も含めて率先した取組が期待されている。
なお、本市はＺＥＢ化方針が未策定で個別対応となって
おり、他都市に比べて遅れている。（２０政令市のうち
１５市は方針を策定済又は策定中、うち９市は既存建築
物の方針を含む）

局内で、公共建築物の設計や技術支援担当部署から選抜した職員によるプロジェクト
チームを結成し、環境局や施設所管部局と連携しながら、モデル施設における省エネ
計算やライフサイクルコストの算出等により、ＺＥＢ化の効果を見える化し、全庁的
なＺＥＢ化方針や設計指針の策定を行う。また、施設所管部局に対する計画初期段階
からの技術支援や省エネ設備の導入促進に向けた体制を構築する。

主な市有建築物についてＺＥＢ化改修を行った場合と通常の維
持改修工事を行った場合のライフサイクルコスト比較について
簡易な試算を行い、施設所管課と意見交換を行った。
ＺＥＢ化の効果が見える化されていないことや全庁的な方針が
不在であることがＺＥＢ化普及の大きな妨げとなっていること
が分かったことから、令和７年度のＺＥＢ化のロードマップや
設計指針等の策定に向けて、予算等の調整を進めている。

令和７年度に、市有建築物のＺＥＢ化設計指針等の策定に係る
予算措置を行った。

市有建築物のＺＥＢ化は、脱炭素に寄与するだ
けでなく、室内環境を大きく向上させるほか、
ライフサイクルコストの縮減など経済的なメ
リットがあることについて、庁内の一定の理解
が得られた。
ＺＥＢ化設計指針に基づくＺＥＢ化された市有
建築物が誕生すれば、市民にとっては、①健
康・快適に公共施設を利用できることの他、②
災害等に系統電源や都市ガスが途絶した場合で
も、避難所において必要最低限の温熱環境が維
持され、創エネによる非常電源も確保できるこ
とや、③地元のエコ産業が育成されることな
ど、様々な効果がある。

令和７年度は、省エネ投資により財源を産み出
す「新しいＺＥＢ」の考え方を導入した改修等
を適切に行っていくため、モデル施設の省エネ
計算やライフサイクルコストを試算のうえ、採
用すべきＺＥＢ化手法や標準設計、設計手順等
を示した実務的な設計マニュアルとして、市有
建築物のＺＥＢ化設計指針等の策定を行う。

Ｂ（８） ＤＸ化や民間活
用による働き方
改革

公共建築物の新築・改修・解体工事等
について、施設所管課から技術支援の
依頼を受けているが、慢性的なマンパ
ワー不足となっている。

公共建築物の老朽化が進み外壁落下事故などが増加する
など、改修・修繕工事の量や難易度も上がってきている
一方、市の技術職員のマンパワー不足や施設管理部局の
技術者不足に加え、設計・工事を請負う民間事業者も高
齢化や人手不足が進行している。

局内で、公共建築物の設計や工事担当部署から選抜した職員によるプロジェクトチー
ムを結成し、技術監理局やデジタル市役所推進室、公共施設マネジメント担当部署と
連携しながら、ＢＩＭ（コンピュータ上に作成した主に３次元の形状情報に加え、建
物の属性情報（各部位の仕様・性能やコスト情報等）などを併せ持つ建物情報モデル
を構築するシステム）活用などＤＸ化による働き方改革や解体工事の多様な契約方式
による発注など民間ノウハウを活用した業務の効率化をはじめ、人員体制や業務量を
踏まえた持続可能な公共建築物の整備・管理体制の構築に向けた改革を検討する。

市有建築物の新築・改修工事等を担当している建築部は、以前
から恒常的なマンパワー不足となっており、時間外勤務も多い
状況である。
これを解消すべく、時間外勤務の実態や職員のアンケート調
査・分析などを行った上で、取りうる対策について、設計・工
事の受託限度量を超えた場合の応援体制やＤＸ化、発注方式の
見直しによる業務効率化など幅広い視点から検討を進めてい
る。

設計・工事の受託限度量に関する基本的な考え方がまとまり、
受託限度量を超えた場合の応援体制について一端の取りまとめ
を行った。

マンパワー不足が過度となった場合の対応方針
が見える化されたことにより、危機管理として
の対応は準備できた。

ＤＸ化、発注方式の見直しによる業務効率化な
どについては、引き続き、業務の効率化実現に
向けた具体的な試行や検討を進める。

Ｂ（９） 道路橋等の効率
的・効果的な維
持管理方法

道路橋等のインフラの維持管理費用の
縮減や事務の効率化が求められるな
か、道路交通の信頼性と市民の安全・
安心を確保し、持続可能なメンテナン
スを実現するための維持管理方法の検
討が必要である。

道路橋等の老朽化が進展する中、限られた予算や人員で
約2,000橋の道路橋を適切に維持管理するために、適切な
点検や診断を実施した上で、必要な修繕を行い予防保全
型の維持管理へ転換することが求められている。

民間事業者の創意工夫やノウハウを活用し、より効率的、効果的な維持管理を実現す
るため、点検、診断及び修繕等の複数の業務を包括して委託する包括的民間委託の試
行に取り組む。
また、試行の結果を検証し、維持管理方法として有効である場合は、適用の範囲を段
階的に拡大していく。

道路橋周辺の土地利用状況等から、契約の相手方が特定の者に
限られる業務に関して、予防保全型の維持管理につながるよ
う、点検や修繕を包括して委託するための協議を進めており、
令和７年度から試行する予定である。

跨線道路橋について、ＪＲ九州と予防保全型の維持管理につな
がる「跨線道路橋の包括的維持管理に関する協定書」を締結し
た。

跨線道路橋の包括的維持管理に関する協定書」
に基づき、R7年度当初にJR九州と複数年の基本
協定を締結予定であり、道路・鉄道交通の信頼
性確保及び市民の安全・安心を向上を図る。

JR九州と締結する複数年の基本協定に基づき、
点検や修繕を包括的に実施することを試行し、
今後、効果を検証、必要に応じて改善してい
く。

Ｂ（１０） 【除草主体の対
策から防草対策
への転換】新た
な除草業務のあ
り方検討

広い視点で「雑草対策」に取り組むた
め、防草対策に加え、新たな除草業務
のあり方についても他都市事例等を調
査し、効率的・効果的な手法を検討す
る必要がある。

「防草対策」だけで持続的に良好な道路環境を確保して
いくことには限界があるため、新たな「除草対策」につ
いても検討が必要な状況となっている。

性能規定型道路除草管理や包括管理委託など他都市の事例収集を行い、より持続的か
つ効率的・効果的な手法を検討する。
導入にあたっての課題等を整理し、導入可能性について検討を行う。

現在、沖縄県の性能規定型道路除草管理をはじめ、各自治体で
導入している除草業務等の発注手法について、事例収集を行っ
ている。
この事例調査の結果、導入にあたっては、受注する事業者や周
辺住民の方々の理解を得るために、慎重に進めていく必要があ
ることが分かった。
このため、令和７年度に、さらなる調査・検討を行い、その結
果を踏まえた業務仕様案の策定、実証箇所の選定等を経て、令
和８年度より実証を開始する予定である。
以上のことから、本取組レベルを、当初設定していたＡからＢ
へ移行する。

沖縄県の性能規定型道路除草管理をはじめ、他自治体で導入し
ている除草業務等の発注手法について、事例収集を行った。
この事例調査の結果、導入にあたっては、受注する事業者や周
辺住民の方々の理解を得るために、慎重に進めていく必要があ
ることが分かった。
今後は、新手法について事業者ヒアリング等を行い、新手法を
用いるのに適した箇所の選定を含め検討を進めていく。

刈草の高さを規定した除草業務の発注など、新
手法導入の可能性について検討中。

「防草」への転換に向けた基本戦略を策定し、
将来的に除草にかかる財政負担の抑制により、
道路・公園・河川における「適切な機能の確
保」や「良好な景観形成」、「施設周辺の住環
境の維持」など持続可能で安定的な維持管理つ
なげる。

Ｃ（１） 大型の公園施設
や利用の見込め
ない公園の集
約・再編

都市公園（１，７１９公園）の公園施
設（約５５，０００施設）の老朽化対
策について、建築物やプールなどの大
規模な公園施設の改修・更新には当初
整備並みの投資が必要となり、財源確
保や他事業の進捗への影響など、事業
実施の判断が難しくなっている。

北九州市の公園は、日常的に利用される身近な公園では
約８割、大規模な公園では約９割が開設から３０年以上
が経過している。
大規模な施設を有する運動公園や有料公園の多くは、昭
和末期から平成初期にかけて整備されており、多額の費
用を要する大規模改修の時期が同時期に集中する。

老朽化対策に多額の費用を要するスポーツ施設などの大型施設は施設の利用状況等を
勘案した集約・再編に取り組み、周辺環境の変化などが原因で利用されていない公園
の使い方の転換など、今後の公園のあり方の検討に取り組む。
今年度は、大型の公園施設の集約や再編に向けた、個々の施設の利用実態や補修・更
新の必要額など情報の整理に取り組むとともに、利用の見込めない公園の現状把握と
利活用事例等の情報収集に取り組む。
また、市政変革推進プランに基づき、令和６年度に経営分析を行う。

本市の状況を客観的に分析するために、今後必要となる大規模
改修や更新に要する費用など既存データの整理を行い、課題を
再整理するとともに、課題解決にあたり想定される障壁につい
ても整理を行うなど、経営分析に取り組んでいる。
令和７年度から施設や公園の評価手法の検討及び集約・再編対
象の絞り込みに着手するため、予算等の調整を進めている。

本市の状況を客観的に分析するために、今後必要となる大規模
改修や更新に要する費用など既存データの整理を行い、課題を
再整理するとともに、課題解決にあたり想定される障壁につい
ても整理を行うなど、経営分析に取り組んだ。

令和６年度は経営分析を通じて、課題の整理と対応
方針の検討を行った。

令和７年度から施設や公園の評価手法の検討及び集
約・再編対象の絞り込みに着手する。
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